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得るような，良好な社会的関係の形成と維持が図られなければならない。
本研究の提案する政策分析支援システムは，そのためのささやかな武器で
あることを最終的な狙い（願い）としている。
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うという図式には反対の立場をとっている。分析者にとっては，その専門
性が分析手法にあるのなら，ダイナモは殆ど必要もなければ便利でもない
工夫に過ぎない。ただ，主観モデル主義にもとづく政策分析支援システム
と呼び得るものの先行事例として説明に便利であり，かつそれを出発点と
して拡張を考えるとすることにより，本研究計画の意図するところがョリ
良く伝わると愚考するのみであることを付記しておく。
おわりに
　現実の政策分析は，科学的権威にもとずく客観性を維持できず，そのた
めに政策決定者を分析過程に参加させ，彼の主観的判断・展望・価値を分
析に取り込む必要があることは，多くの政策分析の経験が等しく認めると
ころである。また，政策科学の目指す政策決定過程の解明は未だ十分でな
く，ために，政策決定者，政策分析者，政策問題とその解決といった事柄
の間の相互関連的把握が不備である現存，主観モデル主義に基く分析のパ
ーソナル化を通して，政策分析を真に政策論争の場に導入させ，以ってヨ
リ合理的，ヨリ情報活用的な展望・予測・目標・代替案・評価の提供に対
する要求を喚起するとともに，政策決定過程の解明に裨益せんとする本研
究の試みは，それに対するニードとともに，技術的，社会的，政治的フィ
ージビリティの高まりを背景として，まさに時宜を得たものと考えられよ
う。
　政策決定の改善は，個々の政策の改善よりも，ドロアの言うメタ・ポリ
シー，メガ・ポリシーの改善による一新を通してする方が本筋であって，
そのためには，個々の政策の改善のための政策分析技術を安直化・装置化
してすべての政策決定者に携帯させることによる政策論争における論点の
合理化・情報化が重要であり，そのことが与えるメタ／メガ・ポリシーヘ
のインパクトを評価し，支援システムの改訂と政策論争への参加とをもっ
てする政策分析者の社会的実験と，政策決定者の社会的学習とを並行させ
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が同時には行えないので融通性がない，と言わねばならない。
3. PC用ダイナモとその拡張
　以上と同様の考察に基いて，筆者はＭＳＤＯＳのもとで作動するダイナ
モ・コンパイラーと方程式エディターを既に試作している。メインフレー
ムで利用するダイナモと比較してのユ－ザー・サイドでの最大のメリット
は，今のところアウトプットを画面で受け取る点にある。画面グラフィッ
クスの速さ，美しさ，容易さはパーソナルな主観的なモデルのインタラク
ティブな陽表化という目的に特に適合的であろう。ＰＣ用ダイナモの拡張
は，このようなメリット，およびＤＹＮＡＭＯ本来のすべてのメリットを
損なうことなく達成されなければならない。本研究により拡張されるのは
以下の諸点である。
（1）画面でのフロー・ダイアグラミング
（2）フロー・ダイアグラムから方程式を導く対話型のインストラクション
（3）意思決定方程式の開放；レート変数の決定を単一方程式のみでなく。
　　　　　　　　　　　　　　自由な方式で与えられるようにすること。例
　　　　　　　　　　　　　　えば，連立方程式の解や最適化の結果や外的
　　　　　　　　　　　　　　判断等がリアルタイムに入れられること。
（4）センシティビティ・アナリシスの体系化による，ある程度の解の分類。
（5）最適政策解の導出とパラメーター推定
　本研究の目的は，現実の政策問題解決に用いることのできる政策分析支
援システムの提案であって，ＰＣ用ダイナモの開発ではない。筆者の所論
がシステム・ダイナミックスに対して幾分贔屓目になっているのは，その
インターフェイス（計算機－政策決定者間）のもつ素人フレンドリネスの故
であって，特定のシステム概念の政策分析への適用を推奨するがためでは
ない。逆に，政策決定者が政策分析者を雇い，政策分析者がダイナモを雇
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　すなわち，操作のシンプリシティとは，モデルの作成・利用者がいかな
る装備を有するかに依存して決まるものであり，フィリップスやサミュエ
ルソン，ヒックスといった名人芸が産みだす問題の単純化を待って初めて
達成されるシンプルな理論的美しさとは，別個に，実用という観点からモ
デル分析を利用するためのインターフェイスにおいては，いかに冗長であ
れ複雑であれ，放り込むみさえすれば装置の方で何とかやってくれるとい
った簡便さ・気楽さが要求される。その意味におけるシンプリシティは，
同じダイナモの利用においても,ＣＲＴを用いた画面編集ができて，結果
のプロットもグラフィック画面に得られる方が良いであろうし，フロー・
ダイアグラミングにしてからが画面を通したインタラクティブな実施がＯ
ぞまれる，といった性質のものなのである。したがって，パソコンで走る
ダイナモ・コンパイラーが先ず作られてしかるべきであろうが，ダイナモ
は動態的現象の記述にしか使えないので周到性がなく，最適化や計量分析
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(ダイナモ方程式モデル)
(フローダイアグラム)
　以上の３通りのモデルは，適当なパラメーターの値に対して図一５のよ
うな同じ予測を導く。そして，ダイナモ方程式モデルからは，このような
投資計画が過剰投資を導くこと，投資プロセスが計画的に管理される場合
にはＧＡＰの定義式は，
となるべきであり，そうすれば生産のフラクチュエーションは生じないこ
と，などが直にわかるのである17)。
　　　　　　　　　　　　　　－95(24)一
と置き換えれば，
を得る。
両辺をμで割って，
と置けば，
を得る。
　ここで（モデル３）～（モデル５）においては（モデル１），（モデル２）
では現れてこないＺで表される概念が用いられていることに注意したい。
数式の上では，単なる変数の置換にすぎず，シンプリシティの規準からは
消去してしかるべきこのような概念が実は問題構造の主観的理解のために
は重要な意味をもつということを指摘し得る。特にこのモデルの場合，受
注残を一定の水準に保つといった経営管理上の政策変項を，目に見える形
にしておくことのメリットは決っして小いさなものではない。同じことが
以下の乗数・加速度モデルにおける資本ストック概念についてもあてはま
るのではないだろうか。
　Ｔは生産，Ｚは需要，Ｃは消費，７は投資，Ｇは独立支出，らμ,λ，
りはパラメーター，ﾌ:）およびｊは各々，微分演算子，定差演算子である。
（フィリップス・モデル）
(サミュエルソン・ヒックス・モデル)
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それでは，操作のシンプリシティとは何を意味するのであろうか？
次のような例を考えてみよう。
(モデル１)
　　　ＴはＸの平均1/μ期の指数分布ラグである。
(モデル2)
　　　ｄＹｌｄt＝μ・(Ｘ－Ｔ)
･(モデル３)
　　　Ｚ．Ｋ＝Ｚ.J＋7:)Ｔ４(ＸＪ一Ｔ.7)
　　　Y. K=Z. K/DEL
(モデル４)
　　　流率Ｘで流入する情報ｙは，一端Ｚとして溜り，流率Ｔで流
　　　れ出して行くが，流入から流出に到る平均の遅れはＤＥＬである
(モデル５)
　Ｘを受注，Ｔを納品，Ｚを受注残，ＤＥＬを納期としたとき，（モデル
１）～（モデル５）のどれが最も良いかは意見のわかれるところであろう
が，友誼的誘導性，モデル開放性，透明性において（モデル５）がすぐれ
ていることは確かである。
　　（モデル２）を解析的に解いても，（モデル３）をダイナモ・コンパイ
ラーにかけても，同じ予測が得られることは次のようにして確かめられる。
ｄＹｌｄt＝μ（Ｘ－Ｔ）の一次近似；
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ものの一つであるが，ここではできるだけ広い意味に用いることとしたい。
図一４の任意の部分（全体をも込めて）をモデルと呼ぶことにする。最も広
い意味におけるモデルは，現実についての任意の知識であり，それは複数
の主観の間で共有され得る。一般にモデルと言う場合はいま少し狭く限定
した方が便利であって，その意味のモデルは，何らかの共有知識に到達す
るために作成され操作される。このようなモデル自体は必ずしも共有され
る必要もなければ，現実の近似である必要もないが，その作成と操作なく
しては得られないような予測を導くための，（先験的な）諸前提からなり，
かかる諸前提は検証可能ですらないことが許される。共有されるべきもの
は諸前提ではなくして予測の尤もらしい解釈なのであって，その解釈が受
け容れられるなら，同じ予測に到達するいかなる方途も有用なものと見做
し得る。解釈の受容性は決して前提の正当性を示すものではないが，共有
知識の増大に貢献する。
　　　　　　　　　　　　図一4　概　　念　　図
　良いモデルに対する伝統的な規準は“シンプリシティ”であるが，この
規準は完全なものではない。
　-「同じ結果を予測するならば，よりシンプルな前提の方が良い。」
　しかしそれがヨリ複雑な操作を要求するものであったらどうであろう
　か？
　-「同じ結果を予測し同様な前提に立つものであれば，操作がシンプ
　ルである方が良い。」
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済分析用のパッケージは，狭い意味のモデル開放性を持つとはいうものの，
（2）と（3）を殆ど顧慮することなく，分析手法についての専門知識はユ－ザー
の側で用意すべきものと考えられている。また，多目標最適化のためのイ
ンタラクティブ・メソッド等は，物理モデルのような客観的数理的諸関係
の定式を前提としており，多属性効用の推定のためのプログラムにはそも
そも事実関係をモデル化しようという発想がない。すなわち，これらは各
々異なる目的と用途を持った分析技術なのであって，政策決定者のもつパ
ーソナルな主観的モデルを陽表化するという本研究の目的に沿った政策分
析支援ツールではないのである。しかし，それらが役に立つような限られ
た応用の場を見出すことは可能であり，周到性の観点からは，これらの工
夫を主観モデル主義の立場から再構成して政策分析支援システムに取入れ
ることが考えられよう。
　他方，主観モデル主義にもとずくインターフェイスの工夫という点に関
しては，その先駆としてシステム・ダイナミックス（ＳＤ）がある。 SD
は，動態的な現象を記述するための微分方程式モデルの作成および解の導
出という分析の過程を，フロー・ダイアグラムとダイナモ方程式とからな
るインターフェイスを用意することによって，誰にでも，（微分方程式や動
学モデルといったことを一切考慮することなく）利用できるようにした点に第
一の功績があり，本研究の目指す政策分析支援システムの先行形態とも言
うべきものである。これは，狭い意味のモデル開放性，友誼的誘導性，透
明性を具えているが，広い意味のモデル開放性，周到性，融通性に欠ける。
したがって，別の言い方をすれば，われわれの政策分析支援システムは，
あらゆる種類のモデル分析をＳＤ風のインターフェイスを通して分析の素
人に提供する工夫であるとも言うことができる。
2.主観モデル作成におけるＳＤのメリット
　さて，モデルという内包は人によって非常に異なった外延を持ちやすい
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理計画法を学習することではなく，自分の問題をきちんと述べること，彼
のモデルに側して数理計画法の解法が適用されること，その結果を得て，
彼がモデルの改訂と政策問題のヨリ良き理解に到達することであり，その
ためのインタラクティブな手続には，モデルやシステムといった概念ある
いは経営科学的手法等に訓染のない人間が，その手続に「気分良く」乗っ
かることによって，結果的にそれら諸概念を利用したことになるような，
インターフェイスが要求される（このことを，便宜的に「友誼的誘導性」と呼
ばう）。　しかし，逆に，主観モデル主義の徹底は政策決定者のパーソナル
なモデルを陽表化する作業を支援しようというものであるから，「すべて
の政策問題は数理計画モデルによって記述し得る」とか，「期待効用原理
にしたがって決定はなさるべきである」とかの，権威的理論を下敷とした
誘導を避け，広い意味の「モデル開放性」をもたなければならない。また，
政策決定者にとってのブラック・ボックスを極力純技術的な部分だけに限
定し，インタラクションのすべての局面で自分が何をしているか（やらさ
れているか）が容易に理解し得，かつそれを他の関係者に説明し得るもの
でなければならないにのことを「透明性」と呼ぶ）。さらに，政策問題の解
明という大目的をブレイクダウンした個々の考察目的（記述，予測，最適化
等）とモデリングの手法との択一的かつ排他的な対応を排し，考え得るす
べての利用目的に対応し得る（「周到性」）とともに，諸種の手法の相互関
連的利用がはかられ（「融通性」）なければならない。
　この内，周到性と融通性はどちらかかといえば付随的な要請であって，
基本的に重要な要件は以下のものである。
　（1）広い意味のモデル開放性
　（2）インター・フェイスの友誼的誘導性
　（3）モデル・手法・手続の透明性
　例えば，政策問題の解決を目指したビジネス・ゲーム適用のためのコン
ピューター・プログラムには, (1)と（2）を全く持たないものが多く，計量経
　　　　　　　　　　　　　－100（19）一
デルの形に陽表化する作業をし易くしてやることであり，分析者の立場か
ら精巧なモデルを作成して政策決定者に提供しようとする誘惑に対して禁
欲的たるべきことを示唆するものである。政策分析者によるモデルの操作
・改訂・補強は図一１に見られるポリシー・アナリシスとコンサルティン
グを通してなされるが，政策決定プロセスの解明による政策知識の蓄積は
ポリシー・アーギュメンテーションにより，また意思決定科学の進歩によ
るモデル・ビルディングとモデル操作の改善はインタラクティブ・メソッ
ドの改訂によって達成される。
　政策分析は，一方の足を政策科学の発展に，他方を現実政策の改善につ
っこんでいるために，どうしても，社会的過程としての政策決定を（ない
し決定過程をその内に含む社会過程を）実態的に明かにしようとする社会科学
的志向と，ヨリ合理的な，ヨリ便利な道具の開発・提供・維持・改善を図
ろうとする工学的志向とを併せもっている。この二つの志向は，現実の政
策分析の適用の場において同時に追求されてしかるべきものであり，ここ
に述べようとしている「主観モデル主義の徹底」も両志向の同時追求に貢
献するものとして提議される。すなわち，一般的には無理と考えられてい
る政策決定者自身によるモデル作成を支援システムの技術的問題として解
決し，それによって逆に可能となる政策論争の次元へのアナリストの介入
を促進して，政策プロセス自体の理解・改善と，支援システムの改訂とを
結び付けようとするものである。
　政策決定者が自分自身の把握する政策問題に対してどのように取組むも
のであるのかについてさえ実は不明な点が多く，また，どのように取組む
べきであるのかについての規範的意思決定の理論には政策決定者サイドか
ら多くの疑義が表明されている。しかし，例えば，数理計画法についての
知識の全く無い政策決定者が，単に自分自身の把握する政策問題について
論理的に考察しようとした時，その論理が実は数理計画問題として定式化
し得るという場合があるだろう。そのような場合に彼がなすべきことは数
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関わりかたも色々に異なるものと考えられる。そのような意味における依
頼者等は，個々に与えられたコンテクストの中で，政策論争に様々な形で
参加し，社会過程としての政策決定に大小さまざまな影響力を行使するも
のであるから，政策決定の改善は，これら政策分析の潜在的依頼者等に対
するヨリ合理的なヨリ情報活用的な展望・解釈・予測・目標・代替案・評
価といったものの提供を通してのみ能くなされ得るのではあるまいか。
　政策論争においては，事実判断も価値判断もともに主観的なものであり，
科学的権威を導入することによって政策分析が客観的立場から政策論争に
審判を与えることが不可能であるのなら，政策分析者の判断にもとずく，
あるいは科学的権威に名を借りた政策問題についてのモデルを政策分析の
潜在的依頼者（以後,便宜的に政策決定者と呼ぶ）に受け容れさせるプロトタ
イプＩの使用は常に政策分析不首尾の因となるであろう。ここで提案する
プロトタイプは図一３のものであり，政策問題の解決に関わるすべての主
観（その中には，ここでの用語法における政策決定者，政策分析者，その他の利害
関係者が含まれる）の各々によるモデルの陽表化を支援すると同時に，その
ようにして陽表化されたモデルを操作し，改訂し，補強することを通して，
政策論争をヨリ強く裏付けられた複数個の論点へと再構成する政策分析の
新しい役割を強調するものである。
　　　　　　　　　　　　図一3　プロトタイプ　Ⅱ
　プロトタイプⅡは，政策分析者自身が頑固の主観のうちの一を占めるこ
とを妨げないが，第一にこころがけるべきは各主観が自らの状況解釈をモ
　　　　　　　　　　　　　ー102（17）－
〔4〕政策分析支援システム作成要領一一つの提案-
1.基本コンセプト
　多くのシステムズ・アナリシスは，図一２のようなプロトタイプを下敷
になされている。そこでは，政策決定者の存存と，現実の近似としてのサ
　図一2　プロトタイプ　Ｉ　　ブスタンティブ・モデルとが措定され，矢印
で示す情報のやりとりを通して，可能な限り
の問題構造の解明と，政策決定者のもつ価値
判断の結果的顕示とを導き，政策決定者にと
って望ましい政策代替案を「決定」すること
が目論まれる。（ただし，この「決定」は，現実
の政策決定のための一判断資料にすぎないこと,お
よび，サブスタンティブ・モデルは，科学的理論
の権威にもとずいてあたえられることもあれば,ア
ナリストの裁量で作成され分析の過程を通じて改
訂さるべきものとして与えられる場合もあること，等々が強調される。)
　しかし，このプロトタイプは，次の二点において不備である。
　(1)政策決定者の不在：このプロトタイプに合致する現実の(生身の人問
　　　　　　　　　　　　としての)政策決定者を同定することは，通常困
　　　　　　　　　　　　難である。
　(2)科学的権威の不在：従来の社会科学も，さらには政策科学も，物理
　　　　　　　　　　　　学のような理論的立場からのサブスタンティブ
　　　　　　　　　　　　・モデルの提供をなし得ていないし，今後もな
　　　　　　　　　　　　し得ないだろうと思われる。
　現実に存在する政策分析の依頼者は，限られた裁量範囲をもった政策過
程参加者またはその代理人であり，各々異なった経験と見識にもとずくタ
シットな知識とインプリシットなモデルを有していて，問題解決に対する
　　　　　　　　　　　　　　－103(16)－
工知能の出現を待つまでもなく，従来のソフトウェア技術のもとで十分に
可能であり，むしろマイクロ・コンピューターの日常生活への急激な浸透，
新しいメディアを通しての情報へのアクセスといった社会現象によって，
その技術的条件が整ったと言うことができ，パーソナルなピースミールな
社会工学が利用技術・適用技術の改良を生み，政策決定をヨリ啓発された
ヨリ合理的なヨリ情報活用的なものへと改善して行くであろうとの期待は，
急速に現実のものとなりつつある。政策分析適用努力の量から質への転換
という課題は，このような背景のもと，政策分析支援システムの設計・実
施・改訂を通して，ヨリ現実的に取り組まれて行くものと考えられる。
　以上，政策科学の実現戦略という観点から現実に適用される政策分析の
コンテクストを検討し代替案を示した。
　市場が失敗するケースにおいて，市場に代わる効率的な資源配分のメカ
ニズムが要請されることは洋の東西を問わず自然の成り行きであろう。政
策分析がこの要請に応え得るものであるとは主張できない。科学的権威に
よる独裁が望ましくないと思われる以上に，政策分析が科学的権威を代弁
できないと思われるからである。この不能性を証明することは政策分析を
定義できない現状16)ではあまり意味あることではない。替ってその困難性
をコンテクストから類推することにより，政策分析がどうあらねばならな
いか，どうあることができるかを，それ自体一つの政策分析として検討し
た。専門職能としての政策分析は社会的相互作用としての政策決定に従属
するものであり，またそうであるからこそ，政策過程参加者と彼自身のモ
デルとの間へ，そのモデルに基ずく論点の形成へ，そして多様な論点が晒
される政策論争の過程へと介入し得る。このことの促進と社会的学習とを
通して政策過程に合理性を付け加えることが政策科学の主たる目的なので
あるから，この三つの次元への介入の方法が各々手段規範的に開発される
べきである。そしてその適用は実証主義の科学的権威から政策分析が解放
されることを前提として，実行可能となるだろう。
　　　　　　　　　　　　　－104(15)－
ロセス自体の理解・改善を支援システムの改訂へと結び付けること，この
二点を戦略目標として提議するものである。
　例えば，分析技術についての専門知識の全くない政策過程参加者がいて，
彼がその職責上，自分自身の把握する政策問題について論理的に考察する
ことを望んだとしよう。その論理が，実はそれと気付かれずに，システム
の均衡メカュズムを背景とした比較静学分析と異ならない場合があるだろ
うし，あるいは動態的現象の時間軸上での展開によって投影される予測分
析である場合もあろう。あるいは単に欠けているデータの予測値を得よう
としているだけであることもある。いずれの場合も，またその他の場合も
含めて，彼が得る結果は「モデル」に依存する。この時，彼にとって必要
なことは洗練された分析手法を学習することではなく，また政策分析者や
エキスパート・システム等によって答が与えられることでもなく，自分の
問題をきちんと述べること，彼のモデルに則して手法が適用されること，
その結果を得て，彼がモデルの改訂と政策問題のヨリ良き理解に到達する
ことであり，これを可能にするインタラクティブな手続には，モデルやシ
ステムといった概念あるいは計量化手法等に馴染のない人間が，その手続
に不安なく乗ることによって結果的にそれら諸概念を利用したことになる
ような，友誼的誘導性を備えたインターフェイスが要求される。と同時に。
専門家の用意した大規模システム・モデルを受け容れさせるような，権威
的理論を背景とした誘導を避け，パーソナルなモデルの陽表化を支援する
ための広い意味のモデル開放性を備えなければならない。さらに利用者に
とってのブラック・ボックスを極力純技術的な面に限定し，インタラクシ
ョンのすべての局面で自分が何をしているか（やらされているか）が理解し
得，かつそれを他の関係者に説明し得るという透明性，考え得るすべての
考察目的に対応し得る周到性，諸種の手法の相互関連的利用を可能にする
融通性，等々を備えなければならない。
　このようなインターフェイスを持つ政策分析支援システムの開発は，人
　　　　　　　　　　　　　　－105（14）－
である。以上の論点は，分析技術に関して必ずしも専門知識を有さない依
頼者をいかにしてモデル作成の作業台に着かせるかという適用技術の問題
を中心に据えて，政策分析支援システムの設計問題として捉え直すことが
できよう。
　次の概念図はそのための試案であり，前節までの考察を踏まえた一つの
政策代替案であって，解答というよりは問題発見のための枠組を表してい
る。ここで政策分析者は，自らが概念図におけるμ個の主観の内の一つを
占めることができるが，第一に心がけるべきことは，依頼者が彼の清況解
釈をモデルの形に陽表化する作業をしやすくしてやることであり，インタ
ラクティブ・メソッドの提供と，ポリシー・アナリシスを通してのモデル
の操作・改訂・補強による論点の強化とを通じて，この要請に答える。す
なわち，一般的にはかなり困難と考えられる依頼者自身によるモデル作成
を，支援システムの技術的問題として解決すること，そしてそれによって
逆に可能となる政策論争の次元へのアナリストの介入を促進して，政策プ
　　　　　　　　　図一1　政策分析支援システム概念図
－106（13）－
（4）政策科学の内実は，政策過程への参加的観察を基礎として獲得される
　知識によって強化されるから，主観的なモデルを陽表化する作業のため
　の支援ツールの開発は，（1）～（3）を円滑に遂行する分析者・依頼者の良好
　な社会的関係を前提として，政策科学自体の発展に寄与する。
　現実に存在する政策分析の依頼者は，限られた裁量範囲をもった政策過
程参加者またはその代理人であり，各々異なった経験と見識に基ずくタシ
ットな知識とインプリシットなモデルを有していて，それを基礎とした
（主観的な）展望・目標・代替案・評価を以って問題解決に対し様々な係わ
り方をする。彼等は個々に与えられたコンテクストの中で，政策論争に様
々な形で参加し，社会的過程としての政策決定に大小さまざまな影響力を
行使するものであるから，政策決定の改善は，彼等に対するヨリ合理的な
ヨリ情報活用的な展望・目標・代替案・評価の提供を通してのみ能くなさ
れ得る。その際，理論的権威の立場から「正しい」モデルを提供すること
ができないのならば，政策分析のなし得ることは，政策問題の解決に係わ
るすべての主観（分析者自身を含む）の各々によるモデルの陽表化を支援す
ると同時に，そのようにして得られたモデルを操作・改訂・補強すること
を通して，政策論争をヨリ強く裏付けられた複数個の論点へと再構成する
ことではあるまいか。
　問題解決のための一代替案の最良性の証明が客観的にはなし得ない事情
は前節で検討した通りであり，政策知識のもつ価値搭載性・情況依存性の
故に，政策分析の結果として提出されるいかなる論点も政治的判断から自
由ではあり得ない。そのような世界において合理性・手段規範性を追求す
るためには，依頼者の主観的な事実判断と価値判断を出発点として正しく
　「彼の」モデルを操作可能な形に変換する上で，必要な支援ツールを情報
処理技術として開発しようとする工学的志向と，モデル操作→論点形成→
論争→モデル改訂という現実の過程に参加することを通して，政策過程自
体についての知識を求めようとする社会科学的志向の双方が求められるの
　　　　　　　　　　　　　　－107（12）－
することは，政策分析に困難な使命を負荷するか，無意味であるかのどち
らかである。真の政策決定者は誰なのか，何が真の問題であるのか，どう
いう意味で科学的であり得るのか，最良をいかに定義したら良いのか，等
々の疑問は現実の政策分析において繰り返し問われるものであり，これに
対するどのような解答も高度に情況依存的であるばかりでなく，何等かの
政治的意味を持つ。政策論争における複数個の論点は，その価値搭載性の
故のみならず，必ずしも棄却し得ない半決定状態の事実的命題をも含むが
故に，しばしば非科学的，非実証的，非合理的等の判定を付与され，科学
的分析に晒すべしとされる。しかし，方法論のコンテクストを検討してみ
れば，政策分析はこの要請に応じて科学の立場から論争に決着を着けると
いった役割を演じ得ないことが既に明かであろう。この点を現実的に踏ま
えるならば，次に，政策分析が真に政策決定の改善に寄与するためにはど
のようなアプローチと手法を備えなければならないかを論ずることができ
よう。
　以下に述べることは，独創でも夢想でもなく，現に多くの政策分析の適
用において採られている考え方であり，その意味では常識的なものである
ことを前以って断っておく必要があるが，巷間流布している政策分析の教
科書15)において示されている考え方とは若干趣きを異にするものであるこ
ともまた指摘しておきたい。
(1)政策分析の任務は，政策分析依頼者が持つ問題情況の解釈と問題解決
　代替案の作成フレームーすなわちモデルーを，陽表化する作業を支
　援することである。
(2)陽表化されたモデルは一個の論点として，政策決定過程へと投入され
　る。
(3)政策分析者は，科学的客観的立場からの裁定者としてでなく，一論点
　の形成支援者として直接政策論争の過程に参加する。
　　　　　　　　　　　　　－108(11)－
　政治的過程である予算編成に付け加えたとされる効率性の次元は括弧付
　きのものであり，全会一致で受け容れられるといった性格のものではな
　い。これを，プログラムのアウトプット水準に注目せよ，コスト意識を
　持て，といった政策提言と解釈するとしても，（工）そのことの望ましさは，
　手法のもつ手段規範性からは抽き出されてこない。
　概念的な望ましさに比較して実施上の技術的困難は取るに足らぬと見な
されることは，手法にとっても不幸なことである。例えば，公企業の民俗
化を論ずるためには，概念上は費用・便益のフレームで良い。公平性の維
持も一つの便益として，そのための機会費用と比較され得る。しかし手法
としての費用便益分析を実施して見ると，公共性のいくつかの次元を数量
化し損なうために，結論は常に民営化をョリ強く支持する方向に力を与え
る。このような意味での政治的効果を政策分析が背負ってしまうことは，
手法の適用に対する疑義とともに，科学の政策関連性を高めようとする企
図そのものに対する懐疑を生み出し，結局，手法の開発戦略を，目標の定
性的次元をいかにして定量的次元と同列に扱い得るかといった適用技術の
問題へと向かわしめるよりも，ヨリ多く政治的現実と切り離した手法自体
の技術的問題解決へと向かわしめる。手段規範性は「これこれの目的を最
大化したいと望むならばこうこうすべきである」といった形の提言を作成
するための道具立てであり，この行動学的前件の真偽を問わないならば命
題として常に真でさえあり得る分だけ規範論としての指導性に欠けるが，
前件が真である場合に政治的偏向を持たない分析に到達するためには，目
標の多重次元性と非操作性を現実的に取り扱う方法を整備しなければなら
ず，このことは現実の政策過程と切り離しては成就し得ないだろう。
£3〕政策分析支援システム
　　「政策分析者は，政策決定者の求めに応じて政策問題に対して科学的な
検討を加え，解決のための最良の代替案を呈示するものである。」と定義
　　　　　　　　　　　　　　－109（10）一
　用いられることになる。この半決定性の故に㈲政策論争は，基本的価値
　を同じくする場合においても合理的決着を見ないことが多い。
　　さらに言えば(が合理的，実証的，科学的といった修飾子が半決定状態
　の仮説に権威的価値を付与すればユ－トピア的社会工学14)が出現するか
　も知れず，この危険に対する抵抗が逆に合理性に対する警戒を生み出し
　てもいるのである。
(3)手段規範性のサブ・コンテクスト；
　社会の変化は様々な政策手法を陳腐化させてきたが，意志決定科学の成
立は情報技術の出現と結びついて，ミドル・レベルの管理問題の取り扱い
を一新した。すなわち，より高いレベルから与えられた目標を所与として
管理対象を最適な水準に整序する作業が，比喩としてでなく現実に遂行さ
れるようになった。情報の価値や資源の限界寄与率といった一つ上のレベ
ルにとって重要な概念が数量化されることは政策決定のスタイルをも一新
するはずであり，これが満たされれば，高度に情報活用的な政策決定シス
テムを規範的な見地から設計し得るとも考えられる。しかし，経営科学的
手法のもつ規範性は目標の操作性と所与性を必要な前提としてのものであ
り，この前提が満たされない問題状況，あるいは，この前提を構造化しよ
うとする過程，においてはいかなる指導性も発揮し得ず，むしろ政策分析
の指向を誤らせる可能性が大きい。例えば，政府の予算編成へのＰＰＢＳの
導入に見られるように；
　　(ｱ)明確な数量化されている目標に対してのみ規範的手法が適用される
　ために，その目標の追求をヨリ強く支持する結果となり，特定の(ｨ)意図
　しない政治的意味を帯る。一定のアウトプットの水準を制約としてイン
　プットを最小化する(一定のインプットに対してアウトプットを最大化する)
　ことは効率化と呼ばれ，誰もが同意する，状況に依らず望ましい事柄で
　あろうが，この意味の(ｳ)効率化と，数量化された目標のレベルを一定と
　して支出を最小化することとは，同じではない。したがって，ＰＰＢＳが
　　　　　　　　　　　　　－110(9)－
的思索による伝統的分析手続よりも，仮説検定に代表される実証科学の方
法を適用した社会調査に基ずく政策関連知識の獲得が必要であった。この
要請は実証的な社会科学の発展を促進すると同時に，他方で，任意の命題
に含まれる社会的意味の解釈における多様性を，価値公理から導かれる一
貫性・合理性のもとに統合し得るとする態度に，科学的権威を付与した。
すなわち事実判断と価値判断とが不即不離の関係にある政策知識を，事実
についての事実知識と価値についての事実知識とに分業して追求し得ると
し，両者の成果を踏まえた合理的な総合判断によって科学的な政策提言に
到達し得るとする目論見を｢科学的｣としたのである。分析者の価値判断
から自由な科学というものへの志向，物理学のような理論的権威を背負っ
た政策知識の形成に対する期待は，社会過程における啓蒙の増進と密接に
結びつき，さらに進んで，非合理的なものとされる政治的決定過程のアウ
トプットに代替する，科学的な政策知識の利用に基づく合理的意志決定の
結果としての政策を受容することを科学の名において推奨するに及んだ。
　実証科学主義の形式的な適用は，しかし，以上の目論見を成功へと導く
ものではなかった。それは恐らく次のような次第によるのではあるまいか。
　　(ｱ)価値判断を含んだ言明はその真偽を判定することができないが，そ
　れを形式的に実証命題の形に書き直すことは，単に文章技術の問題であ
　ることが多い。(ｲ)社会に関する知識は，対抗仮説を反証の存在により棄
　却する手続を用いて成立が検証される命題のみから理論を構成するとい
　うよりは，むしろ決定的な反証の挙がらない仮説によって常識を構成す
　ることにより，増大する傾向をもつ。(ｳ)反証の発見は，仮説の棄却より
　も仮説に対するクォリファイアーの追加として意味をもつ。しかし，政
　策関連知識としてそれが用いられる段になると，クォリフィケーション
　も，理論と常識の別も，隠された価値の含みも，形式的な実証性の陰に
　見失われ，その結果国実証的社会調査により得られた知識も，経験から
　得られた日常的知識も，真偽を判定し得ない半決定状態のまま現実的に
　　　　　　　　　　　　　－１１１(８)－
得ようが，現実には，仮令技術上の困難が乗り越えられたとしても常に不
決定を導く。それは，この虚構が現実の政策分析依頼者を除外し，依頼者
の背後にある決定過程における価値統合の一般的不可能性を顧慮する枠組
を分析の埓外に求める，という公理的前提と，基本的に多元的目標を追求
する政策問題において，呈示される効率的フロンティア上から一点を選ぶ
にせよ，ある範囲にわたる選好上のトレード・オフを顕示するにせよ，生
身の意志決定者の参加を要する，という分析上の要請とが，コンフリクテ
ィングであるという事情に由来している。
　このことは，複数の主体が有する選好を単一の社会的選好へと集計する
手続の有する望ましさとその手続の結果として得られる社会的選好のもつ
合理的決定性とが論理的に相容れない，ということを示した社会的選択論，
および，複数個の目的関数の同時的最小化技術を求めることによって，そ
のことの困難さを却って浮き彫りにした多目標最適化論，の教えるところ
を通して，次のように解釈される。すなわち；
　　（ｱ）（虚構の）政策決定者が採るであろう良い政策を確定するための枠
　組（意思決定モデル）をワーカブルな形で呈示することは，殆ど不可能で
　あり，（ｲ）（現実の）政策分析依頼者を，多様な選好を政策問題解決に関
　して統合する機能を部分的に担うものとして，分析に取り込む必要があ
　る。しかし彼は伝統的モデルにおけるような所謂政策決定者ではないか
　ら，（ウ）依頼者の選好関数を抽き出すことにより目的に関する分析を終了
　させるというわけにはいかない。したがって,（=り分析者は政策の望まし
　さを決定手続のもつ望ましさに帰属させることがもたらす不決定性を受
　け容れると同時に，團代替案の望ましさを直接的に取り扱う過程（政策
　過程）にも直接係わらなければならない。
（2）合理性のサブ・コンテクスト；
　政治的安定と社会的不安定とが歩調を合わせて進展する工業化時代の支
配階級にとって，未曽有の社会変革の趨勢を正く把握するためには，書斎
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展開されたリンドブロム＝ドロア＝シュルツの議論12)のむしかえしに過ぎ
ないが，前半部は政策科学にとって由々しき問題であり，これを抽象的な
方法論の問題としてその解決を他の学問(例えば哲学)に委ねるといった態
度は厳につつしむべきである。政策問題を他に転嫁する，いわゆるッケ回
しによって状況が取消し不能なほど悪化してしまう可能性こそ，政策科学
によって回避さるべき伝統的政策決定の欠陥だったはずであり，方法問題
の解決に関しても何らかの代替案を示すことが，一貫性を保つ矜持である
と考える。
　ラスウェルという原点に立ち帰ってみれば，政策科学は決定過程を内に
含む社会過程のコンテクスト性を明かにすることによって政策の決定に啓
蒙的価値を付け加えようとする専門的努力なのであり，政策分析の方法の
革新を政策問題として捉え，そこに分析を適用することがここでの目的な
のであるから，方法論のコンテクストが先ずもって闡明されるべきであろ
う。政策に対する体系的な思索は文明の発祥とともに古い沿革をもち，経
済学の発展においても政策志向性は常に研究動機をリードし続けてきたの
であるから，この全体関連のマップは大部なものとなる。しかし，丁度目
的用途別の地図が，ルートを，あるいは土地利用を，あるいはアクセシビ
リティを抽象するような仕方で，いくつかのサブ・コンテクストを浮かび
上がらせることも可能であろう。ここではそうしたサブ・コンテクストの
うちの三つを不決定性論，合理性論，手段規範性論としてとりあげる。
(1)不決定性のサブ・コンテクスト；
　政策提言の作成における国家学的正当化手続は，絶対君主制の下におい
てはまさに政策分析の政治的現実であったが，現代においても政策決定者
ないし善意独裁者の擬制という虚構を通して(王家の利益・君主の関心事の替
りに国民経済的利益・社会的厚生を目的として措定することにより)援用される18)。
数理計画法の適用においても費用便益分析においてもこの虚構を貫徹する
限り，測定上の技術的問題を別にすれば，首尾一貫した最適政策に到達し
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もたらす費用と便益の差によって評価されなければならない。は，これが
科学的権威にもとずく規範的言明であるなら，費用便益分析の厚生経済学
的基礎によって論証されなければならない。しかしそれ自体が政策提言で
あるのなら，費用便益分析を実施することに係わる費用とそのことがもた
らす政策改善の便益とを示すだけで十分であろう。これは費用便益分析を
対象とした通常の意味における費用便益分析であって，政策分析に関して
も同様のことが言える。政策分析を適用することが改善をもたらすか否か
は，どのような分析を行うかに依存するのであり，それが良い方法である
なら，その方法を政策分析自体に対して適用することにより，その良さを
政策過程が賞揚し得る形で示し得るはずである10）。
　現時点で適用される政策分析がどのようなものであるのかを操作的な形
で述べることは難しい。多様な方法の総合的使用と学際的に構成されるチ
ームによる分析がその特徴であるとすれば，どのような分析が行われるか
は問題にも状況にも依るのである。しかし既に適用された政策分析がどの
ようなものであったかは，正確に把握することができる。リンドブロム＆
コーエンはそれらを職業的社会調査と呼び，分析者の応用社会科学的偏向
による科学的権威への従属と，依頼者の分析的問題解決への執心とが,「役
に立たない知識」を求めてする政策分析のブームを生んだのであり，巨額
の分析費用の投下は全くの資源の浪費にほかならないと断罪している11）。
彼等の代替案は社会的相互作用による問題解決であり，「役に立つ知識」
の源泉は社会的相互作用の研究に求められると言う。この論点の前半部，
政策分析が客観性・実証性・合理性といった所謂「科学性」を追求してな
されており，そうした分析が科学的権威にもとづく改善提言に到達し得て
いないという事実認識には同意できる。しかし，政策分析をも含めてすべ
ての政策は，社会過程における相互作用の結果であり，分析的問題解決は，
そうした社会的相互作用の一部を構成していることもまた事実ではあるま
いか。この同意し得ない後半部は，60年代にシステム分析の役割に関して
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彼自身の定義による新しい科学はこの困難を乗り越える方法というメタ知
識によって補われなければならないことは，ラーナー＆ラスウェル編集に
よる｢政策科学」6)において1951年時点で既に指摘されていたことであり，
それが単に実証主義の方法を導入するだけでは成就されないことは，70年
代の政策分析の適用を通してヨリ鮮明に認識されるに致ってもいる。例え
ば，パリス＆レーノルズ7)は政策分析の不完全な決定力を政策知識のもつ
価値搭載性からの当然の帰結として受け容れ，これを合理的イデオロギー
として呈示すべきことを示し，ダン8)はそうしたアプローチにおける理解
的方法を実践するための弁証の枠組を具体化した。ほぼ一致した見地は，
政策分析の拠所を実証科学の権威に求めようとする立場の否定であり，政
策科学の企図そのものの成立を危うくするリンドブロム＆コーエン流のリ
アクション9)から政策分析を救うための政策論の展開であると言い得る。
　80年代政策科学の課題は，実現戦略を，下部構造の整備からその到達点
を前提とした上部構造の整備へと転ずることであり，政策分析適用の努力
を量から質へと転換することである。これが言うに易く行うに難いことは
言うまでもないが，その困難なる所以を明かにすることは，単に研究開発
の出発点であると言うばかりでなく，任意の迂回路から知識の断片化を排
する方向へと指向する科学知識の政策関連性を維持するための指針として
も役立ち得るであろう。
〔2〕方法論のコンテクスト
　この四半世紀の間に，政策科学が一貫して唱え続けてきた政策提言があ
る。それは，政策科学を推進するためにヨリ多くの資源を投下せよ，とい
うものである。その意味においても政策科学は一つの政策なのであって，
政策分析は，先ずそれ自身に対して適用さるべきである。これを敢えてメ
タ分析と呼ぶ必要がないのは，政策と科学とで賞揚の枠組が異なる点に求
められる。ヨリ具体的に例示しよう。命題：すべての政策は，その政策が
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る実証的知識，経営科学的手法開発による手段規範的知識，実践経験によ
る日常的知識一を総合的に役立てようとする際に，総合のための言わば
触媒にあたるものを，単に分析者の見識と技能に求めるだけでは不十分で
あるというばかりでなく不適切でさえある，という事情を検討することに
よって，この不適切さを回避するための「政策分析の方法」がそなえるべ
き要件を明かにすることができると考える。政策科学は当初からこの課題
と取り組んできたのであるが，未だ方法の革新に到達していないために，
現状における政策分析適用の結果は政策科学の内実を強化するというより
も前二者の知識源泉へと回帰し各々の各々による（社会科学と数学の）発
展に期待するという立場に理由を得さしめたり，政策決定における日常的
知識の科学知識に対する優越のみが強調されたりする結果に導かれ易く，
前者の場合は専門化・断片化への後退，後者の場合は分析そのものの価値
の喪失へと繋るようこ思われる。
　現状における問題点の把握と望ましい改善方向の検討から代替案を開発
して呈示することが政策分析の任務だとすれば，政策科学の課題設定も一
つの政策問題として分析されるべきである。ブルワー＆ドレオンは，経験
豊かな政策実務家を前にして分析手法を講義した際の惨憺たる敗北の体験
を梃子に，実務家の豊かなフレームワークに科学知識を移しかえる作業の
重要性を認識し，政策過程についての知識という意味では他に類書を見な
い程包括的な労作「政策分析の基礎」4）を物した。彼等の出発点は，「原点
に帰ること」，すなわち，彼等の原点である恩師ラスウェルによる政策科
学の定義を継承し，知識・オブ・ザ・プロセスと知識・イン・ザ・プロセ
ス5）との融合に従事することであった。しかし彼等はまた，書評的に記せ
ば，ラスウェル政治学における行動科学主義をも同時に継承したのであっ
て，基本的に価値を搭載したものとしてのみ提議し得る政策知識というも
の自体のもつ取り扱い上の困難に，正面から挑んではいない。政治学者ラ
スウェルと政策科学者ラスウェルとの差異を論評するスペースはないが。
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が伝統的な政策決定を事実上陳腐化しつつあることによる，政策科学に対
する政策決定サイドからの要請がもたらしたものであって，方法論の発展
が生みだした政策改善との間での良循環が結果的にもたらしたものである
といった性格のものではないことに注意すべきである。米上院におけるシ
ュルツの証言｢誰しも政策分析を行うことには賛成するのであるが，その
結果を政策決定に役立てようとする者はいない。｣2)が，いみじくも語って
いるように，下部構造における上首尾と上部構造(方法論)における不首尾
が，80年代初頭において政策科学が到達した現状であった。
　行政府が広汎・甚大な影響力を持って非反復的で新奇な問題に対処する
よう要請される事態にあって，誤りの少い政策を，啓発された市民の前に
呈示しなければならないとすれば，目標・トレンド・代替案・評価・選択
といった分析的問題解決の諸概念を無視するわけにはいかないだろう。他
方，伝統的諸科学の専門化がもたらしたアプローチの断片化は政策問題の
空間と一科学領域の妥当する空間との間にズレを生じさせているため科学
的権威の立場から政策知識を提供するという学問の指導的機能が決定的に
不足しているとの認識も既に浸透している。そしてそれ故に，従来のアプ
ローチの欠陥を排除した新しい分析アプローチが求められたのであり，ま
さにそのことが政策科学の下部構造を用意したのである。しかし，70年代
を通して決定的なアプローチの革新は起らなかった8)。　さらに政策科学の
名の下での政策知識の蓄積も，政策知識自体のもつ高度の情況依存性およ
び価値搭載性の故に，進捗したとは言い難い。政策科学のこうした現状は。
政策分析依頼者と政策分析者との間の認知上の齟齬を常態化し，一見華々
しくさえ見えるこのわずか20年間になされた量的基礎の整備の故に却って，
その方法的基礎の整備を危うくしているのである。
　政策分析における知識の利用法という観点からこの危険性を捉えなおし
てみれば，政策科学の取り組むべき課題が自ずから浮かび上って来よう。
すなわち，政策分析の三つの主要な知識源泉一行動科学的調査研究によ
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　政策科学の実現戦略と政策分析支援システム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小林秀徳
〔１〕政策科学の現状と課題
　60年代後半から70年代初頭にかけて，政策科学の主要な課題は，この新
しい超領域に多くの研究者と研究資源とを引きつけ一領域の形成に必要な
物質的基礎を用意することであった。　ドロア1）も言うように，基本的な方
法論の革新を招来するためには，物量的にこれら諸次元が臨界に達する必
要があり，この領域が伝統的な社会科学と基本的にその存り方を異にする
　「政策決定の改善に役立つ超領域科学」として提議されるためには，応用
行動科学的調査研究と経営科学的手法開発の応用としての分析的問題解決
をも含めて，従来の政策に関わる諸科学の方法を大幅に革新する「科学革
命」が要請されると考えられたからである。
　この企図は，改善提言を目的とした政策分析の適用を促進して「政策科
学」に内容を盛る作業を組織化しようとする企てとともに，70年代を通じ
て成功裡に進展したと言って良い。このことは，この領域を明確に意図し
た国際的な学術雑誌の担い継ぐ創刊，政策科学C policysciences,policystu-
dies,policy analysis etc.)を冠した大学院研究科，専攻課程等の新設，教
科書，学術書の量的増大，および，営利・非営利を問わず政策研究のシン
クタンクが増加したこと，中央・地方の行政府における政策分析ユニット
の設置，等々から看取されることであり，所期の目的はその量的・制度的
側面に関する限り達成されたと言い得るのである。この政策科学を展開す
るための言わば下部構造の形成における上首尾は,（1）社会の変化の加速
化，（2）価値の多様化・複雑化，（3）情報・知識の高度化，といった事柄
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